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4. 考察・ディスカッション 
分析の角度は様々であり、その結果が示唆すると

ころも多岐にわたっている。地方局別・技術分野等

掘り下げるべき点は残されているが、以下では研究

の視点おいて提起した産業クラスターとの関係、

R&D プログラムの府省間関連ないしは成果の観点
から考察する。 
産業クラスターと結びついた PJ が高い割合であ
るところを見る限り、地域コンソがそれ自体独立し

て推進されたというよりはクラスター政策と密接に

連携しつつ展開されたことを示唆している6。このこ

とは地域コンソが単に地域共同研究を促進する競争

的資金という位置づけをもつに止まらず、個々の地

域において掲げられた政策テーマ等と連動し地域全

体への相乗効果・波及を考慮に入れた施策であるこ

とを意味している。地域政策パッケージの中核的ツ

ールとして施策展開された真の成果については、ク

ラスター政策の評価そのものとの関係の中で問い直

される余地があるだろう。 
次にR&D支援に関する府省間の連携をみると文
部科学省をはじめ他府省との連携案件が全体の 1/4
を占める中で、その事業化割合は27.4%(全体平均は
20.2%)と相対的に高い。このことは地域において政
策連携が比較的効率的な形で推進されたことを示唆

している。一方で、府省をまたいで展開されている

R&D 支援に関しては、連携や成果とその因果関係
などその全貌を十分に捉えることが困難である。特

に知的クラスター創成事業と産業クラスター（地域

コンソ）の政策間には、①制度評価のベースとなる

査定プロセスの相違があり評価尺度が不統一、②府

省間連携の具体的なプロセスや補完関係等が明らか

ではない等の課題があると思われる。地域における

シームレスな政策展開とその実効性という課題に関

してはさらに検証が加えられる必要がある。 
 
Ⅳ.	
 まとめ 
地域R&Dプログラム成果に関して地域コンソ事
業を事例に考察した。経済産業省において展開され

てきた地域R&Dプログラムに関する基礎的なデー
タを提供した。この事例データを通じて事業化等の

成果指標と地方局・ないしは技術分野別プロジェク

                                                   
6 なお成果(事業化率)との関係をみると産業クラスター関係
PJの事業化割合が21.8%で、それ以外のPJの17.6%をわず
かに上回る結果となっている。 
 

トの特徴を分析した。またクラスター政策との関係

や府省間の連携状況を考察し、RSTI 政策が直面し
てきた課題を踏まえた議論を行った。今後は、アク

ターの特性等を考察することにより地域内外を考慮

した分析を行うことが課題となる。 
なお、RSTI 政策に関する研究や政策立案に資す
るため、これまでに各地において蓄積された経験的

知識や事例情報など幅広いデータの整備・充実が求

められている。 
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推進主య 政策

通産省❧地公

ᐖᒁ

・テクノポリス構想（1980 年）

・重要技術研究開発⿵ຓ㔠に地域

ᯟを新設（1983 年）

工業技術院 ・重要地域技術研究開発⢭ᗘ（1982
年ᗘ）

中小企業庁 ・地域フࣟンテ࢕ア技術開発事業

（1983 年ᗘ）
出所：「工業技術」 Vol.22  No.4, Vol.23  No.7, Vol.24  
No.7 よりస成

㸰㹁㸰㸷

「地域技術」政策の展開とㄢ㢟（その㸰）

బ⬥政Ꮥ（産業技術⥲ྜ研究所）ۑ

㸯㸬࡟ࡵࡌࡣ

地域経済を活性化し、地域社会をᣢ⥆的に維ᣢするために、地域発イノベーションがồめられており、

それを実現する上で、地域において技術をどのように活用するかが重要なポイントとなっている。

こうした地域振興と技術開発が⤖ࡧつくきっかけとなったのが 80 年代初㢌にᡴち出された「地域技

術」というࢥンࢭプトである。᫖年の発⾲では、「地域技術」のᴫᛕに再検討をຍえ、地域発イノベー

ションを⏕ࡳ出すための地域技術政策について事౛を⤂௓しながら分ᯒを行った。本発⾲では、通商産

業省の施策に↔点を当てて、再ᗘ地域技術政策が⏕ࡳ出された背景➼について検討をຍえ、政策がどの

ように推移し、どのようなㄢ㢟に┤㠃したのかを᫂らかにする。

㸰㸬ࠕᆅᇦᢏ⾡ࠖ政策ࡢᴫせ

（㸯）地域技術政策のⓏሙと推進主య

通商産業省の政策ᴫᛕとして「地域技術」がⓏሙするのは 1981 年である。

「地域技術」政策をᢸったのは当時の通商産

業省❧地公ᐖᒁと工業技術院、中小企業庁であ

ったが、これらの⤌⧊それࡒれに「地域技術」

。は␗なっているࢳのアプࣟー࡬

通産省❧地公ᐖᒁでは、࣓࢝トࣟニクス➼を

基㍈とする⢭ᐦ機Ე、㟁Ꮚ産業などが多く❧地

する大㒔ᕷᅪに比࡭、こうした業✀の❧地のᑡ

ない地方ᅪでの産業振興を目指して、地域の技

術ポテンシࣕルの向上（新たに❧地する先端技

術企業との技術ࣕࢠップのゎᾘ）や地域の未฼

用㈨※の活用、ఏ⤫的技術の発展ᛂ用を促進し

ようとした。こうした方向の中から現れたのが、

「テクノポリス政策」であり、地域技術政策の┳ᯈ政策として推進された。

工業技術院は、地域技術を「多ᵝな地域社会ニーࢬにᛂえ、地域社会࡬のලయ的なᬑཬを目指した技

術」とᐃ⩏し、地域に❧⬮した中小・中ሀ企業の技術とともに、地域社会⏕活ニーࢬにᐦ╔した技術（౛

えばࣟー࢝ル࢚ネルࢠー関㐃技術など）も地域技術の⠊␪に含めている。

また、中小企業庁では地域中小企業の技術開発をᨭ᥼することにより、᪤Ꮡ〇ရの高⣭化、ရ㉁向上、

機⬟向上や〇ရの多ᵝ化など地域中小企業が┤㠃するㄢ㢟をゎỴし、活ຊある中小企業の展開を目指し

ていた。

（㸰）地域技術政策の特ᚩ

こうした地域技術政策には大きく㸱つの特ᚩを指摘することができる。第一は、産業技術の開発をᨭ

᥼する政策が地域開発政策と⤖ࡧついていることである。後㏙するが、地域技術政策Ⓩሙ以前の地域開

発政策とは、産業インフࣛᩚഛを主యとした産業❧地、産業再配置的なものが中ᚰであったが、地域技

術政策は地域における産業活ືの振興に╔目した点に特ᚩがある。

第஧は、地域主యで行ࢃれたとゝうことである。地域開発政策であれ技術開発政策であれ、地域技術

政策Ⓩሙ以前は国家プࣟジ࢙クトとして、国主導のもとに進められてきた。しかし、地域技術政策、特

にその代⾲的な政策である「テクノポリス政策」では地域が❧案した計画を国がᢎㄆし、各✀の政策で

ᨭ᥼する（技術開発➼には┤᥋ᨭ᥼しない）というものであった。こうした地域主యという性᱁は、政

策がጞまった頃の社会の≧況をⰍ⃰く཯ᫎしているのである。
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第୕は、地域技術とはいうものの、地域のఏ⤫産業や地ሙ産業の技術ではなく、先端技術の研究開発

あるいは、先端技術の地域࡬の導ධを目指したという点である。㏆年の地域イノベーション政策におけ

る技術開発では、技術開発の「出口」࡬の意識がᙉ調される。しかしながら 80 年代にጞまった地域技

術政策では、画一的に先端技術࡬のྲྀり⤌ࡳが推進された。どうして先端技術でなければならなかった

のか。その背景についても以ୗで᫂らかにする。

㸱㸬ࠕᆅᇦᢏ⾡ࠖⓏሙࡢ⫼ᬒ

（㸯）地域開発政策のኚ容

  1956 年の経済ⓑ書は「もはや戦後ではない」とᐉゝし、日本は高ᗘ経済成長にධっていく。この経

済成長をᨭえるために、1960 年代には工業用地、工業用Ỉ、 ‴➼㍺㏦インフࣛのᩚഛなどの産業基┙

のᩚഛが進められた。

当初こうしたᩚഛは「ኴᖹὒベルト地ᖏ」といࢃれたி὾、中ி、関す、ᒣ㝧などの地域で進められ

たが、こうした地域偏重ᩚഛに対して地方ᅪからの不‶は高くなっていった。そこで 1962 年の「第一

次඲国⥲ྜ開発計画（඲⥲）」では、工業のኴᖹὒベルト地ᖏ集中から地方❧地࡬の政策転換を行う「工

業㐺ṇ配置構想」が┒り㎸まれ、⥆く 1963 年に「新産業㒔ᕷ建設促進法」およࡧ「工業ᩚഛ特ู地域

ᩚഛ促進法」がไᐃされた。これは地域を指ᐃして重点的な基┙ᩚഛを行い、地方ᅪに産業集積ᣐ点を

సり出そうというもので、 新産業㒔ᕷとして 15 地༊、工業ᩚഛ特ู地域として 6 地༊が指ᐃされた。

これまでの工業開発のືきは᪤Ꮡの工業集積地域のᩚഛを行いつつ、工業の地方❧地に対して誘導

的な政策を推進するというものであったが、1970 年代にはいるとそのືきにኚ化が㉳こっている。

1972年、当時通産大⮧であった⏣中ゅᰤがⴭした「日本ิᓥᨵ造論」では、大㒔ᕷᅪから工業を移転

さࡏ地方の産業発展にᙺ❧てるといった発想が提♧された。地域振興を推進するために国として工業再

配置を推進しようとするものである。⏣中が㤳相となると、1972年に「工業再配置促進法」がไᐃされ、

1977 年に「工業再配置計画（目標年次 1980 年）」が策ᐃされた。

このように 80 年代を迎える頃には地方࡬の産業再配置というὶれがᅛまってきていたが、これは国

家的視㔝における中ኸと地方の対置、その上での地方࡬の産業再配置というものであった。これに対し

て地域技術政策を含ࡴ 80 年代初㢌の地域振興政策には、中ኸ対地方といったステࣟタイプな「地方」

ではなく、㠀ᖖに多ᵝなṔ史や特性をᣢつ「地域」というᴫᛕがⰍ⃰く⾲れてきている。こうしたᴫᛕ

の転換について、竹内（2006）は 1978 年に❧地公ᐖᒁ長の⚾的ㅎၥ機関として設置された「❧地・⎔

ቃ政策研究会」での検討に╔目し、研究会では「ࠗ 地域࠘というものをより重視し、地域経済をᨭえる

ものとして産業をᤊえ┤す視点」がὀධされたとしている。

このような政策ᴫᛕのኚ化を背景に地域技術政策は産ኌを上げることになる。

（㸰）࢜イルショックと産業構造ኚ化

地域技術政策がồめられた背景に、日本の産業構造がኚ化しつつあった≧況が指摘できる。

高ᗘ成長期の日本は、ኴᖹὒベルト地ᖏを中ᚰとした⮫ᾏ㒊に大つᶍなプࣛントを建設し、ᾏ外から

㍺ධしたཎᩱをຍ工し、〇ရを㍺出するというᙧで経済成長を達成した。いࡺࢃる重ཌ長大産業、基礎

⣲ᮦ型産業による経済成長であった。しかし、1973 年、1979 年の㸰ᗘの࢜イルショックによってཎἜ

価᱁は高㦐し、࢚ネルࢠー多ᾘ㈝型の重ཌ長大産業にかげりが見えጞめた。

1980 年 3 ᭶の「80 年代通産政策ビジョン」では、こうした≧況に対して産業の▱識集⣙化のための

研究開発など「技術❧国」を目指すことや、学術・産業㒊㛛の≌ᘬによる地域振興といったビジョンを

提♧した。これが技術による地域振興という「地域技術」のᴫᛕᙧ成につながったのである。

こうしたᴫᛕに基࡙いて各✀の施策が展開されたが、代⾲的なものはテクノポリス政策である。日本

の産業構造が基礎⣲ᮦ産業から高ᗘ▱識集⣙型の先端技術産業࡬とシフトする中で、先端技術産業࡬の

転換の㐜れている地方に先端技術産業展開のᣐ点（誘致または地域内での⫱成）をᙧ成し、その研究開

発活ື、⏕産活ືに地域のேᮦや㈨※を฼用しつつ、地域産業࡬の技術移転を促進し、ᡃが国඲యの技

術Ỉ‽の向上、産業構造の高ᗘ化をᅗろうとした。1983 年に高ᗘ技術工業集積地域開発促進法（テクノ

ポリス法）がไᐃされ、඲国で 26 ࢝所の計画がᢎㄆされた。

（㸱）地方の時代

地域技術ไసⓏሙの背景に、地域のഃのኚ化もあった。

この政策ᴫᛕがⓏሙした頃、長期にࢃたって⥆いていた地方ᅪから大㒔ᕷᅪ࡬のே口ὶධが 1970 年

代後半にධって೵⁫あるいは小つᶍながら地方ᅪ࡬の㏫ὶといった≧況となっていた。また、政策にお

いても、第㸱次඲国⥲ྜ開発計画（1977 年）に「ᐃఫᅪ構想」が┒り㎸まれ、大ᖹṇⰾ㤳相が設置した
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研究会が「⏣ᅬ㒔ᕷ構想」（1980 年）を提ၐ、⚄ዉᕝ┴▱事であった長Ὢ一஧が「地方の時代」という

地域主⩏ᴫᛕを提案するなど、国とは␗なる地域の⊂⮬性が意識されるようになっていた。

さらに技術開発のᛮ想においても、高ᗘ成長期の日本の産業඲యをᨭえるために政ᗓの技術開発プࣟ

た地域の振興に必要な中㛫技術ࡏࢃによって開発された大つᶍな技術に対して、地域の≧況にྜ࣒ࣛࢢ

（シࣗー࣐ッハ「スࣔール イࢬ ビࣗーテ࢕フル」（1973））を重視する考え方もᬑཬしてきていた。

このようなὶれの中で、国家プࣟジ࢙クトではない、地域⊂⮬のプࣟジ࢙クトによる地域振興をとい

う、地域ഃの意識ኚ化もᏑ在したのである。

㸲㸬ࡐ࡞ඛ➃ᢏ⾡࡛࠿ࡢࡓࡗ࠶㸽

地域技術政策、とりࢃけテクノポリス政策では、地域産業振興のために先端技術産業の誘致、あるい

は地域における先端技術の研究開発を推進した。地域において先端技術の研究開発をすることによって

先端技術産業を࿧ࡧ㎸ࡳ地域を振興するというのは、ある意࿡において地域技術政策の象ᚩ的なもので

もあった。

しかし地域振興になࡐ「先端技術」の「研究開発」が必要なのか。開発された先端技術は地ሙの産業

がồめる技術であったかについては␲ၥのవ地がある。この点については「中ኸからは高ᗘの科学技術

と大㔞の㈨本設ഛをᣢち㎸ࡴが、地方は主としてᅵ地とປാຊを提౪するのࡳなので、⤖果的に地ඖに

は⎔ቃ破壊がṧるだけ」、「先端技術工業が᮶たとしても地ሙ産業࡬の技術移転はほとんどなく、地ሙの

企業はありࡩれたຍ工や㍺㏦➼をㄳけ㈇うにとどまる」など、中ኸの識⪅の㛫に཯対意見がᑡなくなか

ったと、通商産業政策史（1995）にグ㘓がṧっている。

地域技術が地域振興に㈨する技術であるとするなら、先端技術の研究開発を行うというアプࣟーࢳば

かりが前㠃に出たことにはၥ㢟がある。こうした先端技術偏重となった背景には当時の日本における科

学技術研究政策の方向性があるのである。

政ᗓが地域における科学技術研究開発について初めてゝཬしたのは、科学技術会議の第㸴号答⏦（「長

期的展ᮃに❧った⥲ྜ的科学技術政策の基本について」（1977年））であったとされる。この中で「地方

における科学技術の振興」として、ձ地方ᅛ᭷のၥ㢟࡬の科学技術的対ฎ、ղ国・地方行政の㛫の㐃ᦠ

のᙉ化、ճ地方における科学技術活ື࡬の᥼ຓなど、㎰ᯘỈ産業、中小企業➼の地ሙ産業の⫱成、地域

開発、⎔ቃಖ඲などの地域にᐦ╔した研究開発の推進が提ゝされている。この時点では地域における科

学技術研究開発は必ࡎしも先端技術は⤖ࡧついていない。

こうした方向性にኚ化が現れるのは科学技術会議が 1980 年に♧した研究開発の重点分㔝である。科

学技術会議は、科学技術のシーࢬ発᥀⫱成にຊをධれることとし、その重点分㔝として新ᮦᩱ技術、次

ୡ代㟁Ꮚ技術、バイ࢜テクノࣟジーの㸱分㔝をᙉ化することをỴめたのである。こうしたὶれは 1983

年の第 11 号答⏦においても基礎研究や技術基┙ᙉ化を重要施策として展開することとしている。

国の研究開発の先端技術࡬の重点化が㉳こった背景には、前㏙の重ཌ長大産業からの産業構造転換の

必要性もあったであろうが、いまࡦとつの要因としてḢ⡿からの「基礎研究ただ஌りᢈุ」があったこ

とも指摘できよう。高ᗘ成長期を通してḢ⡿࡬の㍺出はቑຍし、日本の〇ရはᾏ外〇ရに対して➇தຊ

をᣢつようになっていった。ただこうしたရ㉁の向上はᾏ外から技術を導ධし、これをຍ工した⤖果で

あり、日本は技術開発のࢥストを㈇ᢸࡎࡏに経済的に成ຌしているとのᢈุをཷけるようになっていた。

これに対して政ᗓは先端技術の⮬前での技術開発をᙉ化しなければなら1980、ࡎ年以降の重点分㔝の策

ᐃや基礎研究ᙉ化を推進したのである。

このような国の研究開発政策の方向は、地域産業を振興するための地域技術政策にもᙳ㡪を୚え、そ

の⤖果、先端技術の研究開発、先端技術産業の誘致といった㒊分が前㠃に出てきたのではないかと考え

られるのである。

㸳㸬ࠕᆅᇦᢏ⾡ࠖ政策ࡢࡑࡢᚋ

地域技術政策の代⾲的な事業である「テクノポリス政策」についてその推移を⡆༢に㏙࡭る。テクノ

ポリス構想（「テクノポリス’90 建設構想」）がᡴち出されたのが 1980 年で、法ᚊ（テクノポリス法）

のไᐃが 1983 年である。ྠ年、開発指㔪が公開され、⩣年㸱᭶に長ᒸ、ᐩᒣ、὾ᯇ➼の㸷地域の開発

計画がᢎㄆされた。1986 年 12᭶までに 20 地域の計画がᢎㄆされている。テクノポリス構想はそのྡに

もあるように 1990 年が目標年次であった。そこで 1991 年には 1995 年を目標年次とする第㸰期の開発

指㔪が公⾲される。しかし第㸱次の開発指㔪の公⾲は 1997 年にࡎれ㎸ࡳ、これが最後となった。

後年、テクノポリス計画に対してはᢈุ的な論ㄝが出されている。鈴木（2001）は、1980 年代のྑ⫪
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データ出所：中小企業庁実施「公設試アンケート」（2005.06）：
「いったん基礎・先端的研究にシフトしたが、また開発・実用

化研究に方向転換した」と回答した 12 機関

上がりの経済成長とハイテク型産業展開を前提としたテクノポリス構想は、80 年代後半以降の急速な円

高と、日本企業の多国籍化による産業空洞化、バブル経済崩壊と長期化する不況のもと破綻したと評価

した。そして、破綻の最も大きな要因はテクノポリスが地域外からのハイテクが他産業の誘致を基本戦

略としていたからであるとしている。また伊東（1998）は、テクノポリス法をはじめ主務官庁の行政指

導などが各地域のテクノポリス建設を相互に類似した画一的なものに導いていたこと、テクノポリスの

分散配置によって、先端技術産業の誘致や内発的開発が容易でない地域が相当数含まれていることなど

を指摘している。

テクノポリス計画では先端技術産業の誘

致以外に、「地域技術」の開発による内発的

発展も目指していたが、実際にはほとんど

の地域が誘致型の建設を実施し、もくろん

だ成果をあげられなかったといえる。こう

した背景には、地域の産業構造や特性、技

術蓄積などを軽視した先端技術偏重の政策

展開があったのではないかと考えられる。

中小企業庁が 2005年に公設試験研究機関

を対象として実施したアンケート調査で、

「一時基礎・先端的研究にシフトした後に、

また開発・実用化研究に方向転換した」と

回答した 12 機関のうち、10 機関が 1995 年

以降に方向転換したとしている。この時期

は、テクノポリスに限界が見え破綻を迎え

た時期とも重なり、「地域技術」としての先

端技術研究の転換点であったのではないか

と考えられる。

㸴㸬࡟ࡾࢃ࠾

地域産業振興に必要な技術を地域主導で開発するという「地域技術」政策は、それまでの国レベルで

の産業再配置計画に対して内発的な発展を促す新しい政策として評価はできる。しかし、推進において

やはり国レベルでの重点技術である先端技術に偏重し、ミニ国家事業を展開してしまったことが当初の

目標を達成できなかった要因の一つであろうと考えられる。現在、地域発イノベーションが叫ばれ、地

域産業の出口を意識した新たな「地域技術」政策が推進されている。次のステップでは、この現在の政

策が 80 年頃の「地域技術」政策の教訓をどのように活かしているのか、比較検討する必要がある。
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